
第５ 主要連携施策

、 、 、道路以外の様々な行政施策と連携して 国際競争力の強化 地域の自立と競争力強化

安全・安心の確保、豊かな生活環境の創造の各分野の施策に取り組みます。

Ⅰ 国際競争力の強化 ＜道路施策＞ ＜連携する施策＞

国際標準コンテナ車が支障なく通 空港・港湾（特にスーパー中枢港国際水準の物流ネットワ
行可能な幹線道路ネットワークの 湾）の拠点整備等、海上保安、荷ークの整備
整備 役・貨物運送等の運輸サービス向（ ）P. 6
空港・港湾へのアクセス道路整備 上 等

（ 、 ）等 港湾局 航空局 等

→国際・国内の輸送モードの有機的な連携による円滑な物流ネット

ワークの実現

Ⅱ 地域の自立と競争力強化

地域との協働による道路空間や沿 ビジット・ジャパン・キャンペー魅力ある観光地づくりの
道環境の整備や、利用者の視点に ンの高度化、観光ルネサンス事業支援
立った情報提供を推進 の拡充、ニューツーリズム創出・（ ）P. 8
観光客のための道路案内システム 流通促進事業の創設 等

（ ）の構築 等 総合政策局

→円滑な移動の確保や積極的なＰＲ活動による観光地の魅力増進

歩行者、自転車、自動車、公共交 連接バス、PTPS(Public Transpot都市・地域総合交通戦略
通等のモード間連携や、交通結節 ation System)、コミュニティバ（仮称）の策定と事業の
点等の整備など、戦略に位置づけ ス等の普及を促進推進
られた施策について、総合的かつ 等（ ）P. 9

（ 、 ）重点的な支援 等 総合政策局 自動車交通局 等

→公共交通の支援や歩行者、自転車利用の促進により都市の交通を

円滑化

駅前広場の整備、バリアフリーに 鉄道駅の改良、バリアフリー化、交通結節点の整備
対応した歩行者空間の確保による 低床バス車両の導入推進 等（ ）P. 9
交通結節機能強化 （総合政策局、鉄道局、

等 自動車交通局 等）

→公共交通機関の乗継等の利便性向上及び中心市街地ににぎわい創出

Ⅲ 安全・安心の確保

耐震改修促進計画に基づく緊急輸 沿道建築物の耐震化 等地震対策の推進
送道路沿道の建築物の耐震改修等（ ）P.12

（ ）支援 等 住宅局

→緊急輸送道路沿道の建築物の耐震化の促進

市町村等が実施する津波からの避 避難地、海岸堤防、防災公園 等津波対策の推進
難路等の整備支援 「道の駅」の防（ ）P.12 、

（ 、 ）災拠点化 等 港湾局 河川局 等

→津波避難路、避難地の整備等による総合的な津波対策



完了期間と５年以内の防災機能概 防火規制、不燃化支援 等密集市街地における都市
成とを宣言した防災環境軸を構成防災対策の推進

（ 、 ）（P.13） する都市計画道路の整備 等 住宅局 都市・地域整備局

→重点密集市街地内の防災環境軸の重点整備

ハザードマップを活用した救援ル 洪水ハザードマップの整備 等情報共有の仕組みと危機
（ ）管理体制の強化 ート確保計画の策定 等 河川局

（ ）P.13
→災害時における救援活動の支援

交差点改良、歩道の設置 等 速度規制等の交通規制交通事故対策の推進
信号機等の整備 等（ ）P.14

（ ）警察庁

路→幹線道路の交通事故対策として「事故危険箇所」の整備を、生活道
の面的な交通事故対策として「あんしん歩行エリア」の整備を推進

歩道拡幅等の「速効対策」と連続 視認性の高い警報機設置・遮断機踏切対策のスピードアップ
立体交差事業等の「抜本対策」の 等（ ）P.15

（ ）両輪による整備 等 鉄道局

→歩道拡幅等の速効対策の対象となる踏切は約1,100箇所。平成19年度

までに約４割の対策を推進

Ⅳ 豊かな生活環境の創造

道路管理用車両への活用を目的と 次世代低公害車の開発・実用化の大型ディーゼル車等の低
した次世代低公害車の技術開発の 促進を目的とした基準等の策定公害化の促進
支援 等 等（ ）P.17
低公害車の導入等への補助 エコドライブ管理装置等への補助

（ ）自動車交通局

→環境負荷の大きな旧来の大型ディーゼル車に代わる低公害車の開発

・普及促進

既設の道路等に 自転車走行空間 違法駐車の取締り強化安全・快適な自転車利 、 、
案内標識やたまり空間等の休憩施用の促進
設を整備（ ）P.19
自動二輪駐車場や荷さばき駐車場

（ ）の整備 等 警察庁

自転車走行空間の創出、荷さばきスペース、自動二輪車の駐車場整備→

の駐車対策を実施等




